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１．研究の目的 

都市部の地下空間は過密化が進み，トンネル同士

が交差する近接工事が増加している．トンネル同士

の離隔が新設トンネル径以下となる超近接工事（図

１）では，技術基準等 1)において特別な検討が必要と

されており，著者らはトンネルを 3 次元でモデル化

しつつ，地盤を介した相互影響をばねで表現するこ

とで計算コストを抑えた新しい影響予測解析手法 2)

を提案している．本稿では実施工条件を想定して解

析を実施した結果について報告する． 

 

２．近接施工時の影響検討手法のモデル化 

著者らは降下床実験の結果 2)（図２，図３）から，

超近接施工時は中間地盤の塑性化挙動の影響が顕著

であることを明らかにし，ばねを用いて地盤の塑性

化挙動を考慮する方法を提案している． 

具体的には図４のように，新設トンネル側方に仮

想の地盤面を設け，この地盤面に向かう安定計算を

実施する．ここで，安定計算には斜面近傍の基礎の設

計方法 3)を応用した．これは，斜面近傍の極限支持力

が平地上よりも小さくなることに着目し，次式のよ

うに，斜面近傍の極限支持力と平地上の極限支持力

の比を求め，これを地盤反力係数の補正係数とする

経験則である． 

地盤反力係数の補正係数 =
斜面近傍の極限支持力

平地上の極限支持力
 

斜面近傍の極限支持力が平地上よりも小さくなる 

のは，図５に示すように，平地上では地表面に向かう

基礎下方からのすべり面が斜面に向かうことによる

ためである．この極限支持力は直線 ED 内の任意の

点 F を通るすべり面 ABCF の極限釣合い状態を上界

の定理を用いて解くことにより求まる．曲線 ABCF

は基礎直下の角度𝜔から幾何学的に定まるものであ

る． 

 

３．実施工条件下を想定した影響解析 

新たに提案した解析モデルを用いて，実施工条件 

下を想定した影響予測解析を実施した．設定した超

近接施工の条件を図６に示す．N値 30の単一粘性土

地盤内に存在する既設の開削トンネル（1層 2径間）

に対して，離隔 3.5m で直径 6.9m のシールドトンネ

ル（単線）を直交して施工する条件とした． 

 

図１ 超近接工事の例 

 
図２ 降下床実験の状況 

 

図３ 降下床降下前後の地盤反力比の分布 2) 

 

 

図４ 超近接施工時のばね係数の算出方法 
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影響予測解析に用いた解析モデルを図７に示す．

トンネル本体について，既設トンネルは床版，側壁お

よび縦桁をシェル要素，中柱をビーム要素でモデル

化した．また，新設トンネルはセグメントをシェル要

素，継手をばね要素でモデル化した．部材特性は線形

弾性とし，シールドトンネルの回転ばねは鉄道構造

物等設計標準 4)に基づき設定した．地盤については

ばねでモデル化し，提案している算出手法を用いて

ばね値を低減した値を用いた． 

解析結果の一例として，図８に変形図を示す．新設

トンネルでは水平内空が縮小し，鉛直内空が拡大す

る縦つぶれの変形，既設トンネルでは躯体が沈下す

る挙動を示していることがわかる．既設トンネルの

縦断方向において，算出した発生断面力から一般的

な配筋・コンクリート強度のもとで鉄筋にかかる応

力を求め，許容応力度と比較した結果を図９に示す．

想定した条件下においては，下床版の一部で許容応

力度を超過する結果を得ることができた． 

 このような 3 次元モデルを用いた弾塑性解析につ

いて，地盤を要素でモデル化した場合には，メッシュ

数が増大し，計算時間とコストを要する．地盤の挙動

をばねでモデル化することで，新設・既設トンネルそ

れぞれを個別でモデル化しての解析が実施でき，計

算時間および所要コストの削減効果が期待される． 

 

４．まとめ 

 超近接施工時に適用する新たな影響予測解析手

法について，実施工条件下を想定した影響解析を実

施し，許容応力度法による応力度の確認ができるこ

とを示した．今後は地盤条件・交差離隔等の変更によ

るパラメータスタディを実施し，地盤改良等の対策

要否について更なる検討を行う予定である． 
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図５ 斜面近傍の基礎の極限釣合法の模式図 

 

 

図６ 想定した超近接施工の条件 

 

 

図７ 解析モデル 

 

 

図８ 解析結果（変形図）の一例 

 

 

図９ 提案手法での許容応力度超過箇所 
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